
令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年06月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 255 商工会補助事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 工業のさらなる成長を支えよう

の位置
基本事業 工業

主管課名 産業振興課 課長名 原田　久三
この事務事業の開始時期 不明 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

市内の商工業の育成を図るため、商工会が実施する地 商工業者等で組織する団体において経営の合理化、技
域振興事業、経営改善普及事業、街路灯電気料、Web 術の向上のため、研修会や研究会等を実施するための
サイト事業に係る経費の３分の１を補助する。 経費を補助し、市内の商工業者の発展に寄与する。
「SDGsの取り組み：9、10、12、17」 現在、商業集積に参画していない一部の商店について
　　　　　　　　　　　　　 は、依然として厳しい経営状況となっている。

よって、商業集積に出店しなかった店舗の活性化を図
るべく、支援を行う。

市内商工業者を対象とする指導、商工業及び地域

令

振興に資する事業に対

和

する補助を
R4年度に

 

実施した具体的な した

5

。
事業の方法、手順、

年

指標に対す
る成果等

事

度

務事業を取り巻く状況

（

は過去と比べ変化して

4

いるか (1)活動指標

年

（事務事業の活動量を

度

表す指標）

リーマンシ

実

ョック以来続く経済不

施

況が市内商工業者の経

分

営 名称 単位
状況に影響

）

している。 ① 事業項目

事

（メニュー）数 項目
変

務

 化
Ｒ５（２０２３）

事

年度から商工団体振興

業

補助事業へ統合 ②
内 

目

容

対象(この事業の対

的

象、範囲となる人、物

評

) (2)対象指標（対

価

象の大きさを表す指標

表

）

みよし商工会 名称 単

様

位
① 会員数 人
②

目的(

式

この事業によって上記

1

対象をどのような状態

-

にしたいのか) (3)

1

成果指標（目的の達成

記

度を示す指標）

商工業

入

者に対し、経営等の指

日

導を行う 名称 単位
商工

令

業の振興に資する事業

和

を行う ① 事業実施回数

0

回
② 事業参加会員数 人

5

結果(上位基本事業の

年

意図) (4)結果の成

0

果指標（上位基本事業

6

の成果指標）

商工業者

月

の資金運用をしやすく

0

する 名称 単位
① 中小企

6

業補助事業の融資件数

日

件
② 信用保証料補助金

１

の交付件数 件

事務事業

事

の各種指標の実績と見

務

込及び目標

R3年度 R

事

4年度 R4年度 R5年

業

度 R6年度 R7年度 R

の

8年度
指標 ＼ 年度

現

単位
実績値 計画値 実績

状

値 計画値 目標値 目標値

　

目標値
(1)の ① 項目

Ｐ

29 30 29
活動指標

Ｌ

②
(2)の ① 人 954

Ａ

960 966
対象指標

Ｎ

②
(3)の ① 回 1,5

及

08 1,000 1,5

び

91
成果指標 ② 人 1,

Ｄ

585 1,500 1,

Ｏ

693
(4)の結果の

事

① 件 18 30 27
成果

務

指標 ② 件 33 45 32

事

予算費目 会計 01 一

業

般会計 款 07 項 01 目

名

02

コスト 年度 R3年

N

度 R4年度 R4年度 R

o

5年度 R6年度 R7年

.

度 R8年度
実績値 計画

2

値 実績値 計画値 目標値

5

目標値 目標値
事業費(

5

決算又は予算額)Ａ 単

商

位 23,919 27,

工

312 28,701 0

会

0 0 0

財
源
内
訳

 国庫

補

支出金 千円 0 0 0 0 0

助

0 0
 県支出金 千円 0

事

0 0 0 0 0 0
 地方債

業

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

政

その他 千円 0 0 0 0 0

策

0 0
 一般財源 千円 2

こ

3,919 27,31

の

2 28,701 0 0 0

事

0
人件費Ｂ 千円 4,6

務

15.5 4,615.

事

5 736 0 0 0 0
正職

業

員従事時間×人数 時間

施

×人 255× 5 255

策

× 5 200× 1 0× 0

の

0× 0 0× 0 0× 0
正

位

職員以外の人件費 千円

置

0 0 12 0 0 0 0
その

基

他の費用Ｃ 千円 0 0 5

本

9 0 0 0 0
トータルコ

事

ストA+B+C 千円 2

業

8,534.5 31,

主

927.5 29,49

管

6 0 0 0 0
単位あたり

課

コスト ① 千円/人 29

名

.9 33.3 30.5

課

0 0 0 0
（ﾄｰﾀﾙｺ

長

ｽﾄ/(2)の対象指

名

標）② 千円/ 0 0 0 0

こ

0 0 0

1

の事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

す（目
その理由

的の追

業

加・拡充又は絞込）

必

名

要はありませんか？ ■

N

ない

有
効
性

ニーズに合

o

わせた事業を行うこと

.

により、工場の可能性

2

がある。
今以上に事業

5

の成果を向上

させる方

5

法を記入して下さ

い。

商

内　容
※(3)の成果

工

指標を向上させる

　こ

会

とはできますか？

商工

補

会の加入率が少しづつ

助

伸びていて、商工会の

事

各部会の活動事業が拡

業

大して
目的達成状況 内

２

　容 いる。

□民間への

評

一部委託 □民間への全

価

部委託
市関与の必要性

　

□指定管理 ■補助金・

Ｃ

負担金助成 □市の直営

Ｈ

内　容
　（実施手法）

Ｅ

市内の商工業の育成の

Ｃ

ため、行政が支援を行

Ｋ

う。

効
率
性

令和５(2

目

023)年度より商工

的

団体振興補助事業と統

妥

合する。
事務事業の統

当

廃合により、

事業の効

性

率化を図り、成果
内　

こ

容
を向上させる方法を

の

記入し

て下さい。

現状

事

より、事業費・人件費

業

の削減は出来ない。
現

の

状より事業費・人件費

必

を

削減する方法を記入

要

して下

さい。（仕様の

性

変更、外部 内　容
委託

は

、従事時間の削減等は

薄

できないか？)

公
平
性

れ

直接的な受益者はなし

て

□ ある □ 現状で適正
受

得

益者負担はありますか

ら

？

また、受益者負担割

れ

合は適 □ ない □ 検討が

て

必要 内　容
正ですか？

い

■ 受益者がいない

３
改

る

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

い

Ｎ

商工会の加入率が伸

ま

び悩んでおり、 商工会

せ

職員による企業の巡回

ん

訪問を
事業実施上の課

か

題、住 さらに加入促進

。

に努める必要がある 実

十

施する。みよし市の活

分

性化補助金
民・議会等

な

からの意見 意　見 。 対

成

応策 や融資制度を活用

果

した創業支援等の
と対

が

応策 商工会の各部会の

理

活動事業を拡大し 活用

　

を推進する。
ていくた

由

めの補助の要望がある

得

。
商工業者を対象とす

ら

る指導、商工業 変更・

れ

追加なし
R5年度の事

て

業計画は前 変　更
及び

い

地域振興に資する事業

ま

に対する
年度から変更

す

・追加は 前年度 ・
補助

か

をした。
あるか 追　加

？

今後の事業・コスト・

得

成果の方向性 今後の事

ら

業の方向性、改革・改

れ

善案
※今年度からの具

て

体的な事業の進め方、

い

手段の見直し等、各方

な

向性の内容

　　　　　

い

　　　　□　拡大 商工

事

会職員による企業の巡

業

回訪問を実施し、商工

進

会諸
　　　　　　　　

展

　□　改善 事業（創業

等

支援、専門指導、経営

に

改革、各種講習会の
　

よ

　　　　　　　　□　

る

現状維持 開催）の活用

環

提案を行い、小規模事

境

業者の経営効率化
　　

変

　　　　　　　□　縮

化

小 を図って行く。
　　

あ

　　　　　　　■　統

る

合 令和５(2023)

に

年度から商工団体振興

伴

補助事業と統合す
　　

い

　　　　　　　□　完

、

了 る。
　　　　　　　

対

　　□　廃止・休止  

象

コストの方向性 256

を

・商工団体振興補助事

見

業
　　　　　　　　　

直

→　維持
成果の方向性

す

　　　　　　　　　→

（

　維持

2

拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 255 商工会補助事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

商工会の加入率が少しづつ伸びていて、商工会の各部会の活
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

動事業が拡大している。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象を見直すことは出来ない。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴

様

い、対象を見直す（拡

式

その理由
大・縮小）必

1

要はありませ
■ ない

ん

-

か？

目的を見直すこと

2

は出来ない。
事業進展

事

等による環境変化 □ あ

務

る
に伴い、目的を見直



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年06月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 256 商工団体振興補助事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 工業のさらなる成長を支えよう

の位置
基本事業 工業

主管課名 産業振興課 課長名 原田　久三
この事務事業の開始時期 昭和40(1965)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

商工諸団体 経営環境の変化に耐えうるため、商工業者等で組織す
豊田法人会みよし支部、アパート組合、工業経済会、 る団体が実施する経営の合理化、技術の向上のための
たばこ小売人会、雇用対策協議会の振興事業及び研修 研修会や研究会等の経費を補助し、市内の商工業者の
事業に対して補助金を交付する 経営体力の向上を支援する必要がある。
「SDGsの取り組み：8、10、17」

商工団体が行った事業（研修会、講演会等）に対して補助をした。
R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (

令

1)活動指標（事務事

和

業の活動量を表す指標

 

）

平成14(2002

5

)年度より、定額補助

年

から事業費に対する補

度

助 名称 単位
へと変更し

（

た。 ① 事業実施回数 回

4

変 化
 Ｒ５（２０２

年

３）年度から商工会補

度

助事業を統合 ②
内 容

実

対象(この事業の対象

施

、範囲となる人、物)

分

(2)対象指標（対象

）

の大きさを表す指標）

事

商工団体（5団体） 名

務

称 単位
【みよし市工業

事

経済会、豊田法人会み

業

よし支部、みよし市ア

目

パー ① 会員数 人
ト組合

的

、みよし市たばこ小売

評

人会、みよし市雇用対

価

策協議会】 ②
目的(こ

表

の事業によって上記対

様

象をどのような状態に

式

したいのか) (3)成

1

果指標（目的の達成度

-

を示す指標）

会員の資

1

質向上及び会員相互の

記

情報交換等商工団体の

入

活動が活発 名称 単位
に

日

行われることにより市

令

内の商工業の発展につ

和

なげる ① 活発に活動で

0

きる団体数/全団体 ％

5

②

結果(上位基本事業

年

の意図) (4)結果の

0

成果指標（上位基本事

6

業の成果指標）

商工業

月

者の資金運用をしやす

0

くする 名称 単位
① 中小

6

企業補助事業の融資件

日

数 件
② 信用保証料補助

１

金の交付件数 件

事務事

事

業の各種指標の実績と

務

見込及び目標

R3年度

事

R4年度 R4年度 R5

業

年度 R6年度 R7年度

の

R8年度
指標 ＼ 年

現

度 単位
実績値 計画値 実

状

績値 計画値 目標値 目標

　

値 目標値
(1)の ① 回

Ｐ

5 60 13 60 60 6

Ｌ

0 60
活動指標 ②
(2

Ａ

)の ① 人 503 550

Ｎ

505 550 550 5

及

50 550
対象指標 ②

び

(3)の ① ％ 100 1

Ｄ

00 100 100 10

Ｏ

0 100 100
成果指

事

標 ②
(4)の結果の ①

務

件 18 30 27 30 3

事

0 30 30
成果指標 ②

業

件 33 45 32 45 4

名

5 45 45
予算費目 会

N

計 01 一般会計 款 0

o

7 項 01 目 02

コスト

.

年度 R3年度 R4年度

2

R4年度 R5年度 R6

5

年度 R7年度 R8年度

6

実績値 計画値 実績値 計

商

画値 目標値 目標値 目標

工

値
事業費(決算又は予

団

算額)Ａ 単位 913 1

体

,661 1,258 2

振

9,938 28,43

興

3 28,433 28,

補

433

財
源
内
訳

 国庫

助

支出金 千円 0 0 0 0 0

事

0 0
 県支出金 千円 0

業

0 0 0 0 0 0
 地方債

政

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

策

その他 千円 0 0 0 0 0

こ

0 0
 一般財源 千円 9

の

13 1,661 1,2

事

58 29,938 28

務

,433 28,433

事

28,433
人件費Ｂ

業

千円 1,444.4 1

施

,444.4 6,16

策

6 8,465.8 8,

の

465.8 8,465

位

.8 8,465.8
正

置

職員従事時間×人数 時

基

間×人 133× 3 13

本

3× 3 850× 2 58

事

3× 4 583× 4 58

業

3× 4 583× 4
正職

主

員以外の人件費 千円 0

管

0 12 24 24 24 2

課

4
その他の費用Ｃ 千円

名

0 0 109 0 0 0 0
ト

課

ータルコストA+B+

長

C 千円 2,357.4

名

3,105.4 7,5

こ

33 38,403.8

の

36,898.8 36

事

,898.8 36,8

務

98.8
単位あたりコ

事

スト ① 千円/人 4.7

業

5.6 14.9 69.

の

8 67.1 67.1 6

開

7.1
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

始

ﾄ/(2)の対象指標

時

）② 千円/ 0 0 0 0 0

期

0 0

1

事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

る
に伴い、目的を見直

業

す（目
その理由

的の追

名

加・拡充又は絞込）

必

N

要はありませんか？ ■

o

ない

有
効
性

各団体にお

.

いて効果的な事業に積

2

極的に取組んでもらえ

5

るよう、必要な情報提

6

今以上に事業の成果を

商

向上
供等を行う。

させ

工

る方法を記入して下さ

団

い。 内　容
※(3)の

体

成果指標を向上させる

振

　ことはできますか？

興

商工団体の活性化及び

補

育成。
目的達成状況 内

助

　容

□民間への一部委

事

託 □民間への全部委託

業

市関与の必要性 □指定

２

管理 ■補助金・負担金

評

助成 □市の直営
内　容

価

　（実施手法） 各諸団

　

体への補助。

効
率
性

令

Ｃ

和５(2023)年度

Ｈ

より商工会補助事業と

Ｅ

統合する。
事務事業の

Ｃ

統廃合により、

事業の

Ｋ

効率化を図り、成果
内

目

　容
を向上させる方法

的

を記入し

て下さい。

現

妥

状より、事業費・人件

当

費の削減は出来ない。

性

現状より事業費・人件

こ

費を

削減する方法を記

の

入して下

さい。（仕様

事

の変更、外部 内　容
委

業

託、従事時間の削減等

の

は

できないか？)

公
平

必

性

直接的な受益者はな

要

し
□ ある □ 現状で適正

性

受益者負担はあります

は

か？

また、受益者負担

薄

割合は適 □ ない □ 検討

れ

が必要 内　容
正ですか

て

？
■ 受益者がいない

３

得

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

ら

Ｏ
Ｎ

商工諸団体から補

れ

助対象経費の性質 商工

て

諸団体の要望把握に努

い

め、補助
事業実施上の

る

課題、住 上、補助金申

い

請がしづらいとの意見

ま

メニューの拡充、見直

せ

しが必要。
民・議会等

ん

からの意見 意　見 があ

か

る。 対応策
と対応策

商

。

工団体が行った事業（

十

研修会、講 変更・追加

分

なし
R5年度の事業計

な

画は前 変　更
演会等）

成

に対して補助をした。

果

年度から変更・追加は

が

前年度 ・
あるか 追　加

理

今後の事業・コスト・

　

成果の方向性 今後の事

由

業の方向性、改革・改

得

善案
※今年度からの具

ら

体的な事業の進め方、

れ

手段の見直し等、各方

て

向性の内容

　　　　　

い

　　　　□　拡大 商工

ま

団体振興補助事業は、

す

５団体を補助対象とし

か

てい
　　　　　　　　

？

　□　改善 る。商工諸

得

団体の要望を適切に把

ら

握し、補助メニュー
　

れ

　　　　　　　　■　

て

現状維持 の拡充・見直

い

しを検討していく。
　

な

　　　　　　　　□　

い

縮小 令和５(2023

事

)年度より商工会補助

業

事業と統合する。
　　

進

　　　　　　　□　統

展

合
　　　　　　　　　

等

□　完了
　　　　　　

に

　　　□　廃止・休止

よ

コストの方向性
　　　

る

　　　　　　→　維持

環

成果の方向性
　　　　

境

　　　　　→　維持

2

変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 256 商工団体振興補助事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

諸団体の活性化には結びついているが、商工業者の経営の安
この事業の必要性は薄れて □ 得られている

定化には直接結びついていない。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ ■ 得られていない

対象を見直すことは出来ない。
事業進展等によ

様

る環境変化
□ ある

に伴

式

い、対象を見直す（拡

1

その理由
大・縮小）必

-

要はありませ
■ ない

ん

2

か？

目的を見直すこと

事

は出来ない。
事業進展

務

等による環境変化 □ あ



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年06月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 257 中小企業補助事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 工業のさらなる成長を支えよう

の位置
基本事業 工業

主管課名 産業振興課 課長名 原田　久三
この事務事業の開始時期 昭和60(1985)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

①愛知県融資制度「小規模企業等振興資金」「経済環 中小企業の資金繰りは安定した経営を目指す上での課
境適応資金（サポート資金、パワーアップ資金）」の 題であり、借入の際の負担を軽減し借入しやすい環境
借入に伴い発生する信用保証料の一部を補助する。 を提供することは、経営の安定化につながるため必要
②㈱日本政策金融公庫の融資制度「小規模事業者経営 である。
改善資金」の借入に伴い発生する利子の一部を補助す
る。
③中小企業診断士による経営相談事業を実施し、中小
企業の経営改善・安定した発展を支援する。
「SDGsの取り組み：8」

愛知県の融資制度「小規模

令

企業等振興基金」及び

和

「経済環境適応資金（

 

サポート資
R4年度に

5

実施した具体的な 金・

年

パワーアップ資金）」

度

を利用する際に必要と

（

なる信用保証料の一部

4

を補助した
事業の方法

年

、手順、指標に対す 。

度

る成果等 ㈱日本施策金

実

融公庫の融資制度「小

施

規模事業者経営改善資

分

金」の借入に伴い発生

）

す
る利子の一部を補助

事

した。

事務事業を取り

務

巻く状況は過去と比べ

事

変化しているか (1)

業

活動指標（事務事業の

目

活動量を表す指標）

金

的

融機関の融資利用が増

評

加しており申込件数が

価

減少してい 名称 単位
る

表

。 ① 補助金交付者数 件

様

変 化
②

内 容

対象(

式

この事業の対象、範囲

1

となる人、物) (2)

-

対象指標（対象の大き

1

さを表す指標）

「小規

記

模企業等振興基金」及

入

び「経済環境適応資金

日

」を利用した 名称 単位

令

者 ① 中小企業補助事業

和

の融資件数 件
「小規模

0

事業者経営改善資金」

5

を利用した者 ②
目的(

年

この事業によって上記

0

対象をどのような状態

6

にしたいのか) (3)

月

成果指標（目的の達成

0

度を示す指標）

利用者

6

の負担が軽減される 名

日

称 単位
融資制度の積極

１

的な利用が図られる ①

事

補助金交付額 千円
②

結

務

果(上位基本事業の意

事

図) (4)結果の成果

業

指標（上位基本事業の

の

成果指標）

商工業者の

現

資金運用をしやすくす

状

る 名称 単位
①愛知県融

　

資制度・㈱日本政策金

Ｐ

融公庫融資制度の利用

Ｌ

件数 ① 中小企業補助事

Ａ

業の融資件数 件
② 信用

Ｎ

保証料補助金の交付件

及

数 件

事務事業の各種指

び

標の実績と見込及び目

Ｄ

標

R3年度 R4年度 R

Ｏ

4年度 R5年度 R6年

事

度 R7年度 R8年度
指

務

標 ＼ 年度 単位
実績

事

値 計画値 実績値 計画値

業

目標値 目標値 目標値
(

名

1)の ① 件 33 45 3

N

3 45 45 45 45
活

o

動指標 ②
(2)の ① 件

.

18 30 27 30 30

2

30 30
対象指標 ②
(

5

3)の ① 千円 2,78

7

1 3,500 3,12

中

6 3,500 3,50

小

0 3,500 3,50

企

0
成果指標 ②

(4)の

業

結果の ① 件 18 30 2

補

7 30 30 30 30
成

助

果指標 ② 件 33 45 3

事

2 45 45 45 45
予

業

算費目 会計 01 一般

政

会計 款 07 項 01 目 0

策

2

コスト 年度 R3年度

こ

R4年度 R4年度 R5

の

年度 R6年度 R7年度

事

R8年度
実績値 計画値

務

実績値 計画値 目標値 目

事

標値 目標値
事業費(決

業

算又は予算額)Ａ 単位

施

4,475 9,000

策

3,290 24,77

の

6 24,074 24,

位

089 24,089

財

置

源
内
訳

 国庫支出金 千

基

円 2,023 0 0 0 0

本

0 0
 県支出金 千円 0

事

0 0 0 0 0 0
 地方債

業

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

主

その他 千円 0 1 0 1 1

管

1 1
 一般財源 千円 2

課

,452 8,999 3

名

,290 24,775

課

24,073 24,0

長

88 24,088
人件

名

費Ｂ 千円 4,344 4

こ

,344 7,614 6

の

,890 6,890 6

事

,890 6,890
正

務

職員従事時間×人数 時

事

間×人 300× 4 30

業

0× 4 700× 3 47

の

5× 4 475× 4 47

開

5× 4 475× 4
正職

始

員以外の人件費 千円 0

時

0 12 12 12 12 1

期

2
その他の費用Ｃ 千円

事

0 0 408 0 0 0 0
ト

務

ータルコストA+B+

区

C 千円 8,819 13

分

,344 11,312

法

31,666 30,9

定

64 30,979 30

受

,979
単位あたりコ

託

スト ① 千円/件 489

事

.9 444.8 419

務

1,055.5 1,0

自

32.1 1,032.

治

6 1,032.6
（ﾄ

事

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

務

の対象指標）② 千円/

こ

0 0 0 0 0 0 0

1

の事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

込）

必要はありません

業

か？ ■ ない

有
効
性

市内

名

金融機関に対して説明

N

会を開催し制度の周知

o

に努める。
今以上に事

.

業の成果を向上

させる

2

方法を記入して下さ

い

5

。 内　容
※(3)の成

7

果指標を向上させる

　

中

ことはできますか？

利

小

用者の負担軽減と、融

企

資制度の積極的な利用

業

。
目的達成状況 内　容

補

□民間への一部委託 □

助

民間への全部委託
市関

事

与の必要性 □指定管理

業

■補助金・負担金助成

２

□市の直営
内　容

　（

評

実施手法） 信用保証料

価

の補助。

効
率
性

統廃合

　

は出来ない。
事務事業

Ｃ

の統廃合により、

事業

Ｈ

の効率化を図り、成果

Ｅ

内　容
を向上させる方

Ｃ

法を記入し

て下さい。

Ｋ

現状より、事業費・人

目

件費の削減は出来ない

的

。
現状より事業費・人

妥

件費を

削減する方法を

当

記入して下

さい。（仕

性

様の変更、外部 内　容

こ

委託、従事時間の削減

の

等は

できないか？)

公

事

平
性

直接的な受益者は

業

なし
□ ある □ 現状で適

の

正
受益者負担はありま

必

すか？

また、受益者負

要

担割合は適 □ ない □ 検

性

討が必要 内　容
正です

は

か？
■ 受益者がいない

薄

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

れ

Ｉ
Ｏ
Ｎ

借入実績は景気

て

の状況により毎年変 景

得

気の動向を注視する必

ら

要がある。
事業実施上

れ

の課題、住 動するため

て

、過不足なく予算計上

い

す
民・議会等からの意

る

見 意　見 ることが困難

い

。 対応策
と対応策

融資

ま

制度の信用保証料の一

せ

部を補助 新たな企業支

ん

援策として、中小企業

か

R5年度の事業計画は

。

前 変　更
した。 奨学金

十

返還支援補助事業・正

分

規雇用
年度から変更・

な

追加は 前年度 ・
借入に

成

伴い発生する利子の一

果

部を補 転換促進助成制

が

度を実施する。
あるか

理

追　加
助した。

今後の

　

事業・コスト・成果の

由

方向性 今後の事業の方

得

向性、改革・改善案
※

ら

今年度からの具体的な

れ

事業の進め方、手段の

て

見直し等、各方向性の

い

内容

　　　　　　　　

ま

　■　拡大 今後も継続

す

的に借入の際に発生す

か

る信用保証料・利子
　

？

　　　　　　　　□　

得

改善 の一部を補助する

ら

。
　　　　　　　　　

れ

□　現状維持 新たな企

て

業支援策を積極に検討

い

・実施していく。
　　

な

　　　　　　　□　縮

い

小
　　　　　　　　　

事

□　統合
　　　　　　

業

　　　□　完了
　　　

進

　　　　　　□　廃止

展

・休止
コストの方向性

等

　　　　　　　　　→

に

　維持
成果の方向性
　

よ

　　　　　　　　↑　

る

増加

2

環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 257 中小企業補助事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

融資制度の積極的な利用が図られている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象を見直すことは出来ない。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮

様

小）必要はありませ
■

式

ない
んか？

目的を見直

1

すことは出来ない。
事

-

業進展等による環境変

2

化 □ ある
に伴い、目的

事

を見直す（目
その理由

務

的の追加・拡充又は絞



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年06月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 258 中小企業事業資金預託事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 工業のさらなる成長を支えよう

の位置
基本事業 工業

主管課名 産業振興課 課長名 原田　久三
この事務事業の開始時期 昭和44(1968)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

事業を営んでいる個人または中小企業の商工業者の経 個人または中小企業の商工業者の資金繰りは安定した
営安定を支援するための融資制度を運営するために、 経営を目指す上での課題であり、金融機関に資金を預
愛知県と協調して市内の取り扱い金融機関に資金を預 託し融資実行を後押しすることは、商工業者が借入し
託する。（愛知県は市の２倍を預託） やすい環境を提供し経営の安定化につながるため必要
「SDGsの取り組み：8」 である。

中小企業者が事業上必要とする資金の融資を円滑にするため、小規模企業等振興資
R4年度に実施した具体的な 金融資を行う

令

市内金融機関に対し、

和

その資金を預託した。

 

事業の方法、手順、指

5

標に対す
る成果等

事務

年

事業を取り巻く状況は

度

過去と比べ変化してい

（

るか (1)活動指標（

4

事務事業の活動量を表

年

す指標）

金融機関の融

度

資利用が増加しており

実

、申込件数が減少して

施

名称 単位
いる。 ① 預託

分

額 千円
変 化

②
内 容

）

対象(この事業の対象

事

、範囲となる人、物)

務

(2)対象指標（対象

事

の大きさを表す指標）

業

市内金融機関（6行）

目

名称 単位
① 市内金融機

的

関数 行
②

目的(この事

評

業によって上記対象を

価

どのような状態にした

表

いのか) (3)成果指

様

標（目的の達成度を示

式

す指標）

円滑な融資を

1

行うための条件整備を

-

する 名称 単位
① 融資件

1

数 件
② 融資金額 千円

結

記

果(上位基本事業の意

入

図) (4)結果の成果

日

指標（上位基本事業の

令

成果指標）

商工業者の

和

資金運用をしやすくす

0

る 名称 単位
（愛知県融

5

資制度利用） ① 中小企

年

業補助事業の融資件数

0

件
② 信用保証料補助金

6

の交付件数 件

事務事業

月

の各種指標の実績と見

0

込及び目標

R3年度 R

6

4年度 R4年度 R5年

日

度 R6年度 R7年度 R

１

8年度
指標 ＼ 年度

事

単位
実績値 計画値 実績

務

値 計画値 目標値 目標値

事

目標値
(1)の ① 千円

業

58,000 58,0

の

00 58,000 58

現

,000 58,000

状

58,000 58,0

　

00
活動指標 ②
(2)

Ｐ

の ① 行 6 6 6 6 6 6 6

Ｌ

対象指標 ②
(3)の ①

Ａ

件 18 30 26 30 3

Ｎ

0 30 30
成果指標 ②

及

千円 96,700 14

び

0,000 129,2

Ｄ

50 140,000 1

Ｏ

40,000 1,40

事

0 1,400
(4)の

務

結果の ① 件 18 30 2

事

6 30 30 30 30
成

業

果指標 ② 件 33 45 3

名

2 45 45 45 45
予

N

算費目 会計 01 一般

o

会計 款 07 項 01 目 0

.

2

コスト 年度 R3年度

2

R4年度 R4年度 R5

5

年度 R6年度 R7年度

8

R8年度
実績値 計画値

中

実績値 計画値 目標値 目

小

標値 目標値
事業費(決

企

算又は予算額)Ａ 単位

業

58,008 58,0

事

12 58,012 58

業

,004 58,013

資

58,013 58,0

金

13

財
源
内
訳

 国庫支

預

出金 千円 0 0 0 0 0 0

託

0
 県支出金 千円 0 0

事

0 0 0 0 0
 地方債 千

業

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

政

の他 千円 58,000

策

58,000 58,0

こ

00 58,000 58

の

,000 58,000

事

58,000
 一般財

務

源 千円 8 12 12 4 1

事

3 13 13
人件費Ｂ 千

業

円 2,896 2,89

施

6 446.4 446.

策

4 446.4 446.

の

4 446.4
正職員従

位

事時間×人数 時間×人

置

200× 4 200× 4

基

40× 3 60× 2 60

本

× 2 60× 2 60× 2

事

正職員以外の人件費 千

業

円 0 0 12 12 12 1

主

2 12
その他の費用Ｃ

管

千円 0 0 24 0 0 0 0

課

トータルコストA+B

名

+C 千円 60,904

課

60,908 58,4

長

82.4 58,450

名

.4 58,459.4

こ

58,459.4 58

の

,459.4
単位あた

事

りコスト ① 千円/行 1

務

0,150.7 10,

事

151.3 9,747

業

.1 9,741.7 9

の

,743.2 9,74

開

3.2 9,743.2

始

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

時

2)の対象指標）② 千

期

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

理由
的の追加・拡充又

業

は絞込）

必要はありま

名

せんか？ ■ ない

有
効
性

N

景気の動向に左右され

o

る部分が多いので今以

.

上の向上は難しい。
今

2

以上に事業の成果を向

5

上

させる方法を記入し

8

て下さ

い。 内　容
※(

中

3)の成果指標を向上

小

させる

　ことはできま

企

すか？

中小企業者の経

業

営安定化。
目的達成状

事

況 内　容

□民間への一

業

部委託 ■民間への全部

資

委託
市関与の必要性 □

金

指定管理 □補助金・負

預

担金助成 □市の直営
内

託

　容
　（実施手法） 金

事

融機関に資金を預託す

業

る。

効
率
性

統廃合は出

２

来ない。
事務事業の統

評

廃合により、

事業の効

価

率化を図り、成果
内　

　

容
を向上させる方法を

Ｃ

記入し

て下さい。

現状

Ｈ

より、事業費・人件費

Ｅ

の削減は出来ない。
現

Ｃ

状より事業費・人件費

Ｋ

を

削減する方法を記入

目

して下

さい。（仕様の

的

変更、外部 内　容
委託

妥

、従事時間の削減等は

当

できないか？)

公
平
性

性

直接的な受益者はなし

こ

□ ある □ 現状で適正
受

の

益者負担はありますか

事

？

また、受益者負担割

業

合は適 □ ない □ 検討が

の

必要 内　容
正ですか？

必

■ 受益者がいない

３
改

要

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

性

Ｎ

預託金は前年の各金

は

融機関の貸付実 常に景

薄

気の動向を注視する必

れ

要があ
事業実施上の課

て

題、住 績により変動す

得

るが、近年の景気の る

ら

。
民・議会等からの意

れ

見 意　見 不透明感によ

て

り予測をすることが困

い

対応策
と対応策 難。

中

る

小企業者が事業上必要

い

とする資金 変更・追加

ま

なし
R5年度の事業計

せ

画は前 変　更
の融資を

ん

円滑にするため、小規

か

模企
年度から変更・追

。

加は 前年度 ・
業等振興

十

資金融資を行う市内金

分

融機
あるか 追　加

関に

な

対し、その資金を預託

成

した。

今後の事業・コ

果

スト・成果の方向性 今

が

後の事業の方向性、改

理

革・改善案
※今年度か

　

らの具体的な事業の進

由

め方、手段の見直し等

得

、各方向性の内容

　　

ら

　　　　　　　□　拡

れ

大 昨今は景気の動向が

て

不安定であり、社会情

い

勢の変化は
　　　　　

ま

　　　　□　改善 依然

す

として激しく、継続し

か

た支援の必要性がある

？

。
　　　　　　　　　

得

■　現状維持
　　　　

ら

　　　　　□　縮小
　

れ

　　　　　　　　□　

て

統合
　　　　　　　　

い

　□　完了
　　　　　

な

　　　　□　廃止・休

い

止
コストの方向性
　　

事

　　　　　　　→　維

業

持
成果の方向性
　　　

進

　　　　　　→　維持

展

2

等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 258 中小企業事業資金預託事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

資金融資は中小企業の経営安定化が図られている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象を見直すことは出来ない。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を

様

見直す（拡
その理由

大

式

・縮小）必要はありま

1

せ
■ ない

んか？

目的を

-

見直すことは出来ない

2

。
事業進展等による環

事

境変化 □ ある
に伴い、

務

目的を見直す（目
その



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年06月02日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 259 商工業活性化補助事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 工業のさらなる成長を支えよう

の位置
基本事業 工業

主管課名 産業振興課 課長名 原田　久三
この事務事業の開始時期 平成25(2013)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

市の経済振興と市民生活の向上を図るには、市内にお 商工業者の積極的な取り組みにより、市内の活性化、
いて商工業の活性化を推進することが不可欠であり、 経済振興と市民生活の向上のため必要。
そのためには、市内の商工業者による積極的な事業へ  
の取組みに期待する部分が大きい。 事業所等からの意見により令和元(2019)年度よりＢＣ
そこで、市としては、そのような商工業活性化事業に Ｐ策定支援事業及び縁結日イベント事業のメニューを
取組む商工業者に対し、補助金を交付し、その支援を 追加
行うものとする。  
「SDGsの取り組み：8、9」 店舗等の商工

令

業利用促進。事業所得

和

等の増。新規事業
所は

 

数年後の増加となる。

5

市内の商工業者が、商

年

工業の活性化を目的と

度

して行う事業に対し、

（

経費の一部を助
R4年

4

度に実施した具体的な

年

成した。
事業の方法、

度

手順、指標に対す
る成

実

果等

事務事業を取り巻

施

く状況は過去と比べ変

分

化しているか (1)活

）

動指標（事務事業の活

事

動量を表す指標）

当初

務

より事業採択の項目を

事

追加した分、申請件数

業

が増加し 名称 単位
てい

目

る。 ① 交付決定事業者

的

数 件
変 化

②
内 容

対

評

象(この事業の対象、

価

範囲となる人、物) (

表

2)対象指標（対象の

様

大きさを表す指標）

補

式

助金を申請した事業者

1

数 名称 単位
① 補助金申

-

請数 件
②

目的(この事

1

業によって上記対象を

記

どのような状態にした

入

いのか) (3)成果指

日

標（目的の達成度を示

令

す指標）

商工業者の負

和

担が軽減される 名称 単

0

位
① 補助金交付額 千円

5

②

結果(上位基本事業

年

の意図) (4)結果の

0

成果指標（上位基本事

6

業の成果指標）

商工業

月

者の資金運用をしやす

0

くする 名称 単位
① 商工

2

業活性化補助金交付件

日

数 件
② 商工会会員数 人

１

事務事業の各種指標の

事

実績と見込及び目標

R

務

3年度 R4年度 R4年

事

度 R5年度 R6年度 R

業

7年度 R8年度
指標 

の

＼ 年度 単位
実績値 計

現

画値 実績値 計画値 目標

状

値 目標値 目標値
(1)

　

の ① 件 122 35 59

Ｐ

70 70 70 70
活動

Ｌ

指標 ②
(2)の ① 件 1

Ａ

22 35 73 80 80

Ｎ

80 80
対象指標 ②
(

及

3)の ① 千円 20,5

び

29 20,000 24

Ｄ

,960 30,000

Ｏ

30,000 30,0

事

00 30,000
成果

務

指標 ②
(4)の結果の

事

① 件 122 35 65 7

業

0 70 70 70
成果指

名

標 ② 人 954 960 9

N

66 970 975 98

o

0 985
予算費目 会計

.

01 一般会計 款 07

2

項 01 目 02

コスト 年

5

度 R3年度 R4年度 R

9

4年度 R5年度 R6年

商

度 R7年度 R8年度
実

工

績値 計画値 実績値 計画

業

値 目標値 目標値 目標値

活

事業費(決算又は予算

性

額)Ａ 単位 21,42

化

3 20,000 24,

補

959 30,000 3

助

0,000 30,00

事

0 30,000

財
源
内

業

訳

 国庫支出金 千円 9

政

,501 0 15,36

策

4 0 0 0 0
 県支出金

こ

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

の

地方債 千円 0 0 0 0 0

事

0 0
 その他 千円 11

務

,922 20,000

事

9,595 30,00

業

0 30,000 30,

施

000 30,000
 

策

一般財源 千円 0 0 0 0

の

0 0 0
人件費Ｂ 千円 2

位

,534 2,534 4

置

,718 5,626.

基

6 5,626.6 5,

本

626.6 5,626

事

.6
正職員従事時間×

業

人数 時間×人 175×

主

4 175× 4 650×

管

2 517× 3 517×

課

3 517× 3 517×

名

3
正職員以外の人件費

課

千円 0 0 12 12 12

長

12 12
その他の費用

名

Ｃ 千円 0 0 141 0 0

こ

0 0
トータルコストA

の

+B+C 千円 23,9

事

57 22,534 29

務

,818 35,626

事

.6 35,626.6

業

35,626.6 35

の

,626.6
単位あた

開

りコスト ① 千円/件 1

始

96.4 643.8 4

時

08.5 445.3 4

期

45.3 445.3 4

事

45.3
（ﾄｰﾀﾙｺ

務

ｽﾄ/(2)の対象指

区

標）② 千円/ 0 0 0 0

分

0 0 0

1

法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

目
その理由

的の追加・

業

拡充又は絞込）

必要は

名

ありませんか？ ■ ない

N

有
効
性

補助制度の積極

o

的な利用増進を進める

.

。
今以上に事業の成果

2

を向上

させる方法を記

5

入して下さ

い。 内　容

9

※(3)の成果指標を

商

向上させる

　ことはで

工

きますか？

補助申請の

業

交付申請の増加。
目的

活

達成状況 内　容

□民間

性

への一部委託 □民間へ

化

の全部委託
市関与の必

補

要性 □指定管理 ■補助

助

金・負担金助成 □市の

事

直営
内　容

　（実施手

業

法） 行政として支援を

２

行う。

効
率
性

統廃合は

評

出来ない。
事務事業の

価

統廃合により、

事業の

　

効率化を図り、成果
内

Ｃ

　容
を向上させる方法

Ｈ

を記入し

て下さい。

現

Ｅ

状より、事業費・人件

Ｃ

費の削減は出来ない。

Ｋ

現状より事業費・人件

目

費を

削減する方法を記

的

入して下

さい。（仕様

妥

の変更、外部 内　容
委

当

託、従事時間の削減等

性

は

できないか？)

公
平

こ

性

直接的な受益者はな

の

し
□ ある □ 現状で適正

事

受益者負担はあります

業

か？

また、受益者負担

の

割合は適 □ ない □ 検討

必

が必要 内　容
正ですか

要

？
■ 受益者がいない

３

性

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

は

Ｏ
Ｎ

商工業活性化補助

薄

金の申請件数は年 基金

れ

終了後も商工業の活性

て

化のため
事業実施上の

得

課題、住 々増加してお

ら

り、事業の継続を望む

れ

、補助制度を継続して

て

実施する必要
民・議会

い

等からの意見 意　見 声

る

も多く、議会において

い

も補助金の 対応策 があ

ま

る。
と対応策 必要性に

せ

ついて意見を求められ

ん

てい
る。
市内の商工業

か

者が、商工業の活性化

。

変更・追加なし
R5年

十

度の事業計画は前 変　

分

更
を目的として行う事

な

業に対し、経費
年度か

成

ら変更・追加は 前年度

果

・
の一部を助成した。

が

あるか 追　加

今後の事

理

業・コスト・成果の方

　

向性 今後の事業の方向

由

性、改革・改善案
※今

得

年度からの具体的な事

ら

業の進め方、手段の見

れ

直し等、各方向性の内

て

容

　　　　　　　　　

い

□　拡大 今後も継続し

ま

て商工業の活性化のた

す

め、補助制度を実
　　

か

　　　　　　　■　改

？

善 施する。
　　　　　

得

　　　　□　現状維持

ら

補助事業や補助率の検

れ

討を行い、補助金要綱

て

の改正を
　　　　　　

い

　　　□　縮小 行う。

な

　　　　　　　　　□

い

　統合
　　　　　　　

事

　　□　完了
　　　　

業

　　　　　□　廃止・

進

休止
コストの方向性
　

展

　　　　　　　　→　

等

維持
成果の方向性
　　

に

　　　　　　　↑　増

よ

加

2

る環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 259 商工業活性化補助事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

商工業の活性化のため、積極的に補助制度の活用が図られて
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

いる。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象を見直すことは出来ない。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、

様

対象を見直す（拡
その

式

理由
大・縮小）必要は

1

ありませ
■ ない

んか？

-

目的を見直すことは出

2

来ない。
事業進展等に

事

よる環境変化 □ ある
に

務

伴い、目的を見直す（



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年05月23日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 260 企業立地推進事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 工業のさらなる成長を支えよう

の位置
基本事業 工業

主管課名 公園緑地課 課長名 石川　重之
この事務事業の開始時期 昭和47(1972)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

市内に企業を誘致することにより、産業構造の多様化 本市の基幹産業である自動車関連企業が、その活動の
、高度化、地域の活性化並びに雇用機会の拡大を図る グローバル化に伴い、海外進出する中、市内において
。 も産業の空洞化が進んでいる状況となっているため、
また、市内に工場等を新増設する者に対して奨励金を 新たな企業誘致を進める必要がある。
交付する。（令和2(2020)年4月1日施行）
愛知県と連携し、産業空洞化に対応するため、２０年
以上市内に立地する工場等を有する企業で、工場、研
究所の新増設等を行う企業に対して、補助金を交付す
る。（平成２７(2

令

015)年４月１日制

和

定）
「SDGsの取り

 

組み：8、9、10」

5

企業立地相談員研修へ

年

の参加。窓口にて開発

度

手法及び補助金制度の

（

説明を実施。福
R4年

4

度に実施した具体的な

年

田池下地区工業団地造

度

成事業の完了。工業団

実

地権利調査業務の発注

施

。
事業の方法、手順、

分

指標に対す
る成果等

事

）

務事業を取り巻く状況

事

は過去と比べ変化して

務

いるか (1)活動指標

事

（事務事業の活動量を

業

表す指標）

市内への新

目

規企業の立地が少ない

的

。 名称 単位
① 企業誘致

評

会議、研修会への出席

価

回
変 化

②
内 容

対象

表

(この事業の対象、範

様

囲となる人、物) (2

式

)対象指標（対象の大

1

きさを表す指標）

市内

-

に工場等を立地した企

1

業 名称 単位
① 企業数 社

記

②
目的(この事業によ

入

って上記対象をどのよ

日

うな状態にしたいのか

令

) (3)成果指標（目

和

的の達成度を示す指標

0

）

市内への企業誘致を

5

促進する 名称 単位
① 補

年

助件数 件
②

結果(上位

0

基本事業の意図) (4

5

)結果の成果指標（上

月

位基本事業の成果指標

2

）

企業の誘致を進める

3

名称 単位
① 増加した企

日

業数 事業所
②

事務事業

１

の各種指標の実績と見

事

込及び目標

R3年度 R

務

4年度 R4年度 R5年

事

度 R6年度 R7年度 R

業

8年度
指標 ＼ 年度

の

単位
実績値 計画値 実績

現

値 計画値 目標値 目標値

状

目標値
(1)の ① 回 0

　

1 1 1 1 1 1
活動指標

Ｐ

②
(2)の ① 社 0 1 0

Ｌ

1 1 1 1
対象指標 ②
(

Ａ

3)の ① 件 0 1 0 1 1

Ｎ

1 1
成果指標 ②

(4)

及

の結果の ① 事業所 0 1

び

0 1 1 1 1
成果指標 ②

Ｄ

予算費目 会計 01 一

Ｏ

般会計 款 07 項 01 目

事

02

コスト 年度 R3年

務

度 R4年度 R4年度 R

事

5年度 R6年度 R7年

業

度 R8年度
実績値 計画

名

値 実績値 計画値 目標値

N

目標値 目標値
事業費(

o

決算又は予算額)Ａ 単

.

位 1,460 13,5

2

54 12,493 7,

6

336 439 439 4

0

39

財
源
内
訳

 国庫支

企

出金 千円 0 0 0 0 0 0

業

0
 県支出金 千円 0 0

立

0 0 0 0 0
 地方債 千

地

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

推

の他 千円 0 0 0 0 0 0

進

0
 一般財源 千円 1,

事

460 13,554 1

業

2,493 7,336

政

439 439 439
人

策

件費Ｂ 千円 2,715

こ

2,715 9,062

の

6,103.3 6,1

事

03.3 6,103.

務

3 6,103.3
正職

事

員従事時間×人数 時間

業

×人 250× 3 250

施

× 3 1,250× 2 8

策

43× 2 843× 2 8

の

43× 2 843× 2
正

位

職員以外の人件費 千円

置

0 0 12 0 0 0 0
その

基

他の費用Ｃ 千円 0 0 2

本

18 218 218 21

事

8 218
トータルコス

業

トA+B+C 千円 4,

主

175 16,269 2

管

1,773 13,65

課

7.3 6,760.3

名

6,760.3 6,7

課

60.3
単位あたりコ

長

スト ① 千円/社 0 16

名

,269 0 13,65

こ

7.3 6,760.3

の

6,760.3 6,7

事

60.3
（ﾄｰﾀﾙｺ

務

ｽﾄ/(2)の対象指

事

標）② 千円/ 0 0 0 0

業

0 0 0

1

の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

充又は絞込）

必要はあ

業

りませんか？ ■ ない

有

名

効
性

立地優遇制度を必

N

要に応じて改定し、新

o

規に創設する。
今以上

.

に事業の成果を向上

さ

2

せる方法を記入して下

6

さ

い。 内　容
※(3)

0

の成果指標を向上させ

企

る

　ことはできますか

業

？

市内への企業誘致を

立

進める。
目的達成状況

地

内　容

□民間への一部

推

委託 □民間への全部委

進

託
市関与の必要性 □指

事

定管理 □補助金・負担

業

金助成 ■市の直営
内　

２

容
　（実施手法） 市内

評

に新規企業誘致と既存

価

企業の市外への流出を

　

防ぐため。

効
率
性

統廃

Ｃ

合は出来ない。
事務事

Ｈ

業の統廃合により、

事

Ｅ

業の効率化を図り、成

Ｃ

果
内　容

を向上させる

Ｋ

方法を記入し

て下さい

目

。

現状より、事業費・

的

人件費の削減は出来な

妥

い。
現状より事業費・

当

人件費を

削減する方法

性

を記入して下

さい。（

こ

仕様の変更、外部 内　

の

容
委託、従事時間の削

事

減等は

できないか？)

業

公
平
性

直接的な受益者

の

はなし
□ ある □ 現状で

必

適正
受益者負担はあり

要

ますか？

また、受益者

性

負担割合は適 □ ない □

は

検討が必要 内　容
正で

薄

すか？
■ 受益者がいな

れ

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

て

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

市内事業所か

得

ら既存工場等が手狭に

ら

指定集積業種誘致を行

れ

い、市外への
事業実施

て

上の課題、住 なり拡充

い

したいという意見があ

る

る。 事業所転出を防止

い

する。
民・議会等から

ま

の意見 意　見 対応策
と

せ

対応策

愛知県企業立地

ん

推進会議に負担金を 研

か

修等への参加。
R5年

。

度の事業計画は前 変　

十

更
支払った。福田池下

分

地区第１区、第 工業団

な

地事業調査業務委託。

成

年度から変更・追加は

果

前年度 ・
３工区の造成

が

工事完了検査済。工業

理

あるか 追　加
団地事業

　

手法検討業務の発注。

由

今後の事業・コスト・

得

成果の方向性 今後の事

ら

業の方向性、改革・改

れ

善案
※今年度からの具

て

体的な事業の進め方、

い

手段の見直し等、各方

ま

向性の内容

　　　　　

す

　　　　□　拡大 既存

か

企業の事業所の転出、

？

廃業等の把握に努めな

得

がら
　　　　　　　　

ら

　□　改善 、市内に長

れ

年立地する事業者の工

て

場等の新増設等の再
　

い

　　　　　　　　■　

な

現状維持 投資に係る事

い

業に要する経費の一部

事

を助成することに
　　

業

　　　　　　　□　縮

進

小 より、企業等の流出

展

防止及び維持拡大を図

等

っていく。
　　　　　

に

　　　　□　統合 また

よ

、指定集積業種誘致で

る

の手法を提供し、事業

環

所転
　　　　　　　　

境

　□　完了 出の防止を

変

図る。
　　　　　　　

化

　　□　廃止・休止  

あ

コストの方向性
　　　

る

　　　　　　↓　減少

に

成果の方向性
　　　　

伴

　　　　　→　維持

2

い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 260 企業立地推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

工業団地の開発が進んできて企業の誘致を行った。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象を見直すことは出来ない。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理

様

由
大・縮小）必要はあ

式

りませ
■ ない

んか？

目

1

的を見直すことは出来

-

ない。
事業進展等によ

2

る環境変化 □ ある
に伴

事

い、目的を見直す（目

務

その理由
的の追加・拡


